
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰対策支援電子ポイント等配
布事業

①物価高騰への対応として食料品の購入に利用可能な電子ポイ
ントや商品券を配布し迅速な生活者支援を図る。
②商品券等配布事業費及び事務費
③商品券等配布事業費＝280,000人×5,000円＝1,420,000,000円
　商品券等配布事務費＝736,935,000円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業
務委託料　人件費　として支出]
④全区民

R7.12 R8.4以降

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

区立小・中学校給食費保護者負担ゼ
ロ（国R7_予備）

①物価高騰の影響を受ける児童生徒の保護者の経済的負担を軽
減するため、給食費の保護者負担をゼロにする。なお、教職員分
は含まれない。
②負担金、補助及び交付金（保護者負担相当額）
　都補助金：333,200千円+115,507千円＝448,707千円
③（保護者負担相当額）897,415千円
　小学校　低学年　＠300*3,279人*200回=196,740,000
　　　　　　中学年　＠327*3,347人*200回=218,893,800
　　　　　　高学年　＠356*3,522人*200回=250,766,400
　中学校　全学年　＠406*2,845人*200回=231,014,000
④区立小・中学校へ就学している児童生徒の保護者
※No.4と合算して実施

R7.4 R8.4以降

3
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

令和７年度目黒区物価高対応等融資
支援金

①物価高等により経営に急激な影響を受けた区内中小企業者を
支援するために、東京都中小企業制度融資及び日本政策金融公
庫融資に連動した支援金を給付する。
②補助及び交付金
③80件×20万円＝16,000千円
④区が定める条件を満たす中小企業

R7.10 R8.4以降

4
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

区立小・中学校給食費保護者負担ゼ
ロ（国R7_補正）

①物価高騰の影響を受ける児童生徒の保護者の経済的負担を軽
減するため、給食費の保護者負担をゼロにする。なお、教職員分
は含まれない。
②負担金、補助及び交付金（保護者負担相当額）
　都補助金：333,200千円+115,507千円＝448,707千円
③（保護者負担相当額）897,415千円
　小学校　低学年　＠300*3,279人*200回=196,740,000
　　　　　 　中学年　＠327*3,347人*200回=218,893,800
　　　　　　 高学年　＠356*3,522人*200回=250,766,400
　中学校　全学年　＠406*2,845人*200回=231,014,000
④区立小・中学校へ就学している児童生徒の保護者
※No.2と合算して実施

R7.4 R8.4以降

5

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

物価高騰対策支援金（介護サービス
事業所）

①目的・効果
　物価高騰により生じた事業経費の負担増加に対し、介護サービ
ス事業者の負担軽減及び経営支援を目的として、介護サービス事
業所を運営する事業者に対し支援金を支給する。
②交付金を充当する経費内容
　介護サービス事業所に対する支援金
③積算根拠（対象数、単価等）
・居宅介護支援・訪問介護事業所（東京都指定）
　112事業所 × 90,000円 ＝ 10,080,000円
　（内訳：居宅 約60事業所、訪問 約52事業所）
・地域密着型入所系事業所
　入所者270人 × 月額2,618円 × 12か月 ＝8,482,320円
・地域密着型通所系事業所
　43事業所 × 車2台 × 月額1,700円 × 12か月 ＝1,754,400円
④事業の対象
・居宅介護支援事業所：約60事業所（東京都指定・区内）
・訪問介護事業所：約52事業所（東京都指定・区内）
・地域密着型入所系事業所：14事業所
・地域密着型通所系事業所：43事業所

R8.1 R8.4以降

6

⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

私立幼稚園給食支援補助

①目的・効果
　区内私立幼稚園において園児に対して給食の提供（外部事業者
への委託含む）を実施している事業者に対して補助する。幼稚園
事業者に直接補助することで、物価高騰下における保護者の経済
的負担を間接的に軽減する。
②交付金を充当する経費内容
　私立幼稚園事業所に対する補助金
③積算根拠（対象数、単価等）
　区内私立幼稚園給食事業実施園：12園
　交付決定額：38,811,790円
④事業の対象
　区内私立幼稚園

R7.4 R8.4以降
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⑦医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する物
価高騰対策支援

公衆浴場確保対策事業補助金（燃料
費助成）

①目的・効果
　物価高騰により燃料費が増大している状況を踏まえ、公衆浴場
の燃料費負担を軽減することにより、公衆浴場の確保と経営の安
定を目的とする。
②交付金を充当する経費内容
　公衆浴場燃料費助成金
③積算根拠（対象数、単価等）
　公衆浴場燃料費助成25,000円×12月×8浴場＝2,400,000円
④事業の対象
　東京都公衆浴場業生活衛生同業組合目黒支部加盟の公衆浴場
（8浴場）

R7.4 R8.4以降

8
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

商店街街路灯電気料金等補助

①目的・効果
　物価高騰の影響を受けている商店街を支援し、区民の安全・安心を確保す
るため商店街街路灯の電気料金に対して補助をする。
②交付金を充当する経費内容
　電気料補助金
③積算根拠（対象数、単価等）
　区商連加盟分　通常灯　＠340*12月*25基＝102,000
　区商連加盟分　LED灯　＠290*12月*1,751基＝6,093,480
　区商連未加盟分　通常灯　@340*12月*13基＝53,040
　区商連未加盟分　LED灯　@290*12月*150基＝522,000
（補正１号）区商連加盟分　通常灯　＠120*12月*25基＝36,000
（補正１号）区商連加盟分　LED灯　＠100*12月*1,751基＝2,101,200
（補正１号）区商連未加盟分　通常灯　@120*12月*13基＝18,720

（補正１号）区商連未加盟分　LED灯　@100*12月*150基＝180,000

④事業の対象
　東京都公衆浴場業生活衛生同業組合目黒支部加盟の公衆浴場（8浴場）

R7.4 R8.4以降

9
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

ひがしやま幼稚園給食支援補助

①目的・効果
　物価高騰に伴う子育て世帯の負担軽減を目的として、給食を提
供していない区立ひがしやま幼稚園において、保護者負担軽減及
び幼児の食育推進の観点から、希望者へ保護者負担ゼロで弁当
給食を提供する。
②交付金を充当する経費内容
　幼稚園弁当給食委託費
③積算根拠（対象数、単価等）
　幼稚園弁当給食委託　＠555*11,429食*1.08＝6,850,542円
④事業の対象
　区立幼稚園（ひがしやま幼稚園　1園）

R7.4 R8.4以降

10
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

物価高騰対策に係るこども園賄費の
増

①目的・効果
　給食を提供する区立こども園2園において使用する給食食材の価格上昇に
伴い、保護者負担軽減及び幼児の食育推進の観点から、こども園賄費の価
格上昇分を増額する。　（教職員・給食調理員分は除く）
②交付金を充当する経費内容
　こども園賄費の価格上昇分経費
③積算根拠（対象数、単価等）
【歳出】
　1食当たり給食46円、おやつ15円増
　・園児　　　　　　　＠2,040,856円
　・教職員・調理員等　＠ 749,628円
　・保存食等　　　　　＠ 70,554円
【歳入】教職員・給食調理員等実費負担分　＠749,000円
④事業の対象
　区立幼稚こども園（2園）

R7.4 R8.4以降

11
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

就学援助費・就学奨励費（物価高騰
分）の増

①目的・効果
 物価高騰対策に係る就学援助費（学用品費・入学支度金費）の加算支給に
よる経費を増額する。
②交付金を充当する経費内容
 学用品費・入学支度金費を増額支給
③積算根拠（対象数、単価等）
　学用品費（就学援助・小学校） 1,000円×533人＝533,000円
　入学支度金費（小１） 3,000円× 66人＝198,000円
　入学支度金費（小６） 4,000円×100人＝400,000円
　学用品費1,000円（就学奨励・小学校）×22人＝22,000円
　学用品費 2,000円（就学援助・中学校）×268人＝536,000円

　学用品費2,000円（就学奨励・中学校）×17人＝34,000円

④事業の対象
　就学援助準要保護者・就学奨励費全費目認定者

R7.4 R8.4以降

12
③物価高騰に伴う子
育て世帯支援

自然宿泊体験教室食事代の一部公
費負担

①目的・効果
　安全・安心で良質な給食の提供ができ、物価高騰の影響を受ける保護者
の経済的負担の軽減を図ることができる。
②交付金を充当する経費内訳
　食事代の一部について公費負担
③積算根拠（対象数、単価等）
　小学校興津 500円×2,633回＝1,316,500円
　小学校八ヶ岳 500円×3,169回＝1,584,500円
　小学校特別支援 500円× 64回＝ 32,000円

④事業の対象
　小学生児童

R7.4 R8.4以降
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④消費下支え等を通
じた生活者支援

防犯機器等購入緊急補助事業

①目的・効果
　バール等を使用した強引な侵入強盗被害防止を目的として、住宅の防犯
強化するために防犯性能が高い製品の購入及び取付経費の一部を補助す
る。
②交付金を充当する経費内容
　負担金、補助及び交付金
③積算根拠（対象数、単価等）
　カメラ付きドアホン　約24,830円 × 347件 ＝ 8,616,000円
　防犯カメラ　　　　約24,706円 × 299件 ＝ 7,387,000円
　防犯性能の高い鍵　約25,449円 × 69件 ＝ 1,756,000円
　センサー付きライト　18,800円 × 35件 ＝ 658,000円
　補助錠　　　　　　27,500円 × 28件 ＝ 770,000円
　防犯フィルム　　　約29,714円 × 21件 ＝ 624,000円
　防犯砂利　　　　　約4,357円 × 14件 ＝ 61,000円
　ガラス破壊センサー約28,286円 × 7件 ＝ 198,000円
　防犯ガラス　　　　約28,286円 × 7件 ＝ 198,000円

　合計　　　　　　826件　20,268,000円

④事業の対象
　住民基本台帳に登録され、現に区内に居住している者

R7.4 R8.4以降


